
（事業の概要） （実施形態） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

日

検討中 ○
災害対策や緊急時対応に関すること。水質管理に関
すること。人材育成及び技術の伝承に関すること。お
客さまサービスに関すること。

現在、関係する市町村で協議会設置に向けた事前協議を行った状況であり、平成
28年度から本格的に検討していくこととなる。

その他

実施予定 年 月

平成

取組事項 広域化・広域連携

実施済
事業統合

経営の
一体化

運営の
一体化

施設の
共同化

○

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者
制度

包括的
民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

いの町 水道事業 いの町水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

地域包括ケア病棟の導入等、施設基準の見直し検討の結果、①～⑧は現行の地域の実情を踏まえた運営方針にそぐわないと判断したため。

○

事業名

病院事業

公営企業の名称

いの町立国民健康保険仁淀病院

団体名

いの町

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者
制度

包括的
民間委託

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

必要な知見、ノウハウの不足により、抜本的改革の実施の検討ができていないため。 人口３万人未満であるため。

○

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者
制度

包括的
民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

いの町 下水道事業 いの町下水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

必要な知見、ノウハウの不足により、抜本的改革の実施の検討ができていないため。 人口３万人未満であるため。

○

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者
制度

包括的
民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

いの町 下水道事業 いの町農業集落排水事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（事業の概要） （実施形態） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

日

検討中 ○
災害対策や緊急時対応に関すること。水質管理に関
すること。人材育成及び技術の伝承に関すること。お
客さまサービスに関すること。

現在、関係する市町村で協議会設置に向けた事前協議を行った状況であり、平成
28年度から本格的に検討していくこととなる。

その他

実施予定 年 月

平成

取組事項 広域化・広域連携

実施済
事業統合

経営の
一体化

運営の
一体化

施設の
共同化

○

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者
制度

包括的
民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

いの町 簡易水道事業 いの町簡易水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

○

（事業の概要） （取組の方式等） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

検討中

28 9 1

実施予定 ○ 年 月 日

実施済
調理委託 調理委託

平成

○

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者
制度

包括的
民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

いの町 介護サービス事業 いの町特別養護老人ホーム

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

その他の民間活用の取組状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


